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第１章 総則 
 
 
第１節 業務の目的 
 本仕様書は、四国中央市（以下「発注者」という。）が発注する、新リサイクル施設整備に係る
総合支援業務委託に適用するものである。 

本業務は、資源ごみ、不燃ごみ、粗大ごみの処理を適正に行うために整備する、新リサイクル
施設の施設整備基本計画、生活環境影響調査、PFI 等導入可能性調査、基本設計、発注・契約事
務支援、事業者選定委員会運営支援を行うことを目的とする。 
 
第２節 業務委託名 
 四国中央市新リサイクル施設の整備に係る総合支援業務 
 
第３節 業務場所 
 四国中央市内 
 
第４節 履行期限 
 契約締結の翌日から令和 11 年 12 月 27 日まで 
 
第５節 業務内容 

（１）施設整備基本計画策定 
（２）生活環境影響調査 
（３）PFI 等導入可能性調査 
（４）基本設計 
（５）発注・契約事務支援 
（６）事業者選定委員会運営支援 

 
第６節 適用範囲 
 本仕様書は、本業務に適用する。業務の内容及び範囲は「業務内容」のとおりとする。本仕様
書に明記なき事項にあって、本業務に必要な事項が生じた場合、発注者と協議の上、対応を決定
する。 
 
第７節 関係法令の遵守 
 受注者は、業務の実施に当たって関係法令、通達、マニュアル、その他の条例等を遵守するこ
ととする。 
 
第８節 関係官公署との協議 
 受注者は、受注者及び発注者が関係する関係官公署との協議を必要とするとき、または、協議
を求められたときは誠意をもってこれに当たり、遅滞なく発注者に助言、報告しなければならな
い。 
 
第９節 業務管理 

（１）受注者は、本業務に先立ち、業務計画を作成し、発注者の承認を得なければならない。 



（２）受注者は、業務の円滑な進捗を図る為に、企画提案の参加表明時に提出した技術者を原
則配置すること。なお、技術者の要件は下の表のとおりする。また、管理技術者と照査技
術者は他の技術者の兼任を認めない。 
その他、本業務に必要となる専門技術、国家資格を有する担当技術者を適宜配置するこ
と。 

技術者項目 内容 

管理技術者 
技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に基づく技術士「部門:衛生工学、選
択科目:廃棄物・資源循環または廃棄物管理、廃棄物管理計画のいずれか」
の資格を有すること。直接的な雇用関係にある者であること。 

照査技術者 
技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に基づく技術士「部門:衛生工学、選
択科目:廃棄物・資源循環または廃棄物管理、廃棄物管理計画のいずれか」
の資格を有すること。直接的な雇用関係にある者であること。 

主担当技術者 
技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に基づく技術士「部門:衛生工学、選
択科目:廃棄物・資源循環または廃棄物管理、廃棄物管理計画のいずれか」
の資格を有すること。直接的な雇用関係にある者であること。 

担当技術者 技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）に基づく技術士「部門:環境部門、選
択科目:環境影響評価または環境測定のいずれか」の資格を有すること。 

担当技術者 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に基づく一級建築士の資格を有するこ
と。 

担当技術者 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に基づく一級土木施工管理技士の資格
を有すること。 

 
第 10 節 資料の提供 
 本業務を実施するにあたり、必要な資料の収集は、原則として受注者が行うこととするが、現
在、発注者が所有し、業務に利用できる資料はそれを貸与する。この場合、貸与を受けた資料に
ついては、リストを作成のうえ、発注者に提出し、業務完了と同時に返納しなければならない。 
 
第 11 節 秘密の保持 
 受注者は、業務を遂行する上で知り得た事項について、他に漏らしてはならない。また、コン
サルタントとしての中立性を厳守しなければならない。 
 
第 12 節 成果の権利 
 本業務によって得られた成果は、すべて発注者に帰属するものであり、受注者がこれらに私権
を設定することはできない。また、受注者は成果を無断で利用することはできない。 
 
第 13 節 打合せ協議 
 本業務を行うに当たって必要となる打合せ協議を実施する。打合せ協議は初回、中間（10
回）、納品時の 12 回を想定するが、必要に応じて適宜実施する。適宜実施する打合せについては
WEB での協議を認める。 

受注者は、打合せ協議の都度、議事録を作成し、発注者の承諾を得ること。 
 
第 14 節 疑義および協議 
 本仕様書に定める事項について疑義が生じた場合、および本仕様書に定めのない事項等につい
ては、すみやかに発注者と受注者で協議するものとする。また、諸般の事情により本仕様書記載
の業務内容の変更を要する場合は、その都度、発注者と受注者で協議しその内容を決定する。 
第 15 節 土地の立入り 



（１）受注者は業務の履行にあたり、公有地または、私有地に立入る場合は、発注者と十分な
協議を行い業務が円滑に進捗するように努めなければならない。また、住民等との不要な紛
争を起こすことについては厳に慎まなくてはならない。 

（２）受注者は業務履行のため、植物伐採、かき、さく等の除去または土地もしくは工作物を
一時使用するときは、あらかじめ発注者に報告するとともに承諾を得なければならない。 

（３）受注者は、第三者の土地の立入りに当たっては、あらかじめ身分証明書交付願を発注者
に提出し身分証明書の交付を受け、現地立入りに際しては、これを常に携帯しなければなら
ない。 

なお、受注者は、立入り作業完了後 10 日以内（休日等を除く）に身分証明書を発注者に返
却しなければならない。 

（４）本業務に伴い、立入調査等のための補償の必要性が生じた場合は別途その扱いを発注者
と受注者で協議する。 

 
第 16 節 成果品 

（１） 電子成果品のチェック 
   電子成果品の内容チェック及びウイルスチェックについては、愛媛県土木設計業務等の電

子納品要領（令和７年３月）（以下、電子納品要領）「12．電子成果品の内容チェック」、
「13．電子成果品のウイルスチェック」に準ずること。 

（２）成果品の審査 
受注者は、業務完了時に発注者の成果品審査を受けなければならない。その結果、訂正を

指示されたときは、直ちに訂正しなければならない。 
（３）成果品の引渡し 

   成果品の審査に合格後、成果品を納品し、業務の完了とする。なお、業務完了後に、明ら
かに受注者の責に伴う業務の契約不適合が発見された場合、受注者は直ちに当該業務の修正
を行わなければならない。 

（４）成果品の部数 
① 施設整備基本計画書 :３部（パイプ式ファイル） 
② 施設整備基本計画書概要版 :３部（パイプ式ファイル） 
③ 生活環境影響調査報告書 :３部（パイプ式ファイル） 
④ 生活環境影響調査報告書概要版 :３部（パイプ式ファイル） 
⑤ PFI 等可能性調査報告書 :３部（パイプ式ファイル） 
⑥ PFI 等可能性調査報告書概要版 :３部（パイプ式ファイル） 
⑦ 基本設計業務報告書 :３部（パイプ式ファイル） 
⑧ 発注・契約事務支援業務報告書 :３部（パイプ式ファイル） 
⑨ 事業者選定委員会運営支援業務報告書 :３部（パイプ式ファイル） 
⑩ ①～⑨及びその他必要な資料の電子データ  

データ形式は発注者と協議すること 
:CD-R 一式 

   なお、⑩の標記規則は、電子納品要領の「11.電子媒体の標記規則」に準ずるものとする。 
 
第 17 節 テクリスへの登録 
 受注者は、本業務の着手及び完了時にテクリスへの登録を遅延なく行わなければならない。 
 
 
 
 

第２章 施設整備基本計画策定 



 
 
第１節 施設整備に向けた基本方針の検討 

（１）建設目的 
現有しているリサイクル施設の状況を整理し、新リサイクル施設の整備に向けた背景、必

要性及び目的を設定する。 
（２）施設整備基本方針 

四国中央市ごみ処理施設整備基本方針といった上位計画に基づいて、新リサイクル施設の
位置づけを明確にし、施設の整備方針を設定する。 

 
第２節 施設周辺条件の整理 

（１）建設場所 
施設の建設場所について確認し、建設場所の範囲、敷地面積について記述する。 

（２）敷地条件 
① 地理的条件 

敷地形状、周辺状況、計画地盤高、電波伝搬路、地質等について確認する。 
また、土壌汚染調査の条件整理を行う。 

② 法規制条件 
施設の建設に際して遵守すべき各種関係法令、技術基準、規格等を検討する。 

③ 都市計画事項 
用途地域、建ぺい率、容積率、防火地域指定等について整理する。 
・敷地周辺設備（ユーティリティ条件） 
・上水、工業用水、井水 
・排水（プラント用水、雨水排水、生活用水） 
・ガス（種類の検討） 
・電気（受電電圧、受電可能電力等を含む） 
・通信（電話、インターネット回線） 
・用地取得（用地の取得予定について記述） 

 
第３節 施設整備に向けた基本条件の検討 

（１）処理対象物（ごみ種、計画ごみ量、ごみ質） 
① 計画ごみ量 

処理対象とする廃棄物の種類と量の設定を行う。 
② 計画ごみ質 

処理対象とする廃棄物の組成、比重等を設定する。 
（２）施設規模 

計画ごみ量、計画目標年次、施設の稼働体制、年間稼働日数等を勘案し、施設規模を算出
する。 

（３）資源物利用計画 
新リサイクル施設から回収される資源物の純度、回収率等の条件、利用方法、各処理工程

の基準等を整理する。 
（４）搬入出条件 

 



① ごみ搬入条件 
処理対象ごみの種類、搬入量、搬入方法、搬入頻度、搬入経路、使用車両の形式及び台

数、搬入時間帯等について整理する。 
② 搬出車両条件 

選別後の資源物、処理後残渣等の搬出形態について検討する。 
③ その他車両条件 

直接搬入ごみの搬入形態、受け入れ対応について検討する。 
 （５）再生可能エネルギー設備の導入 
   太陽光発電等の再生可能エネルギー発電設備の導入について整理し、近隣公共施設への提

供を検討する。 
 
第４節 環境保全計画の検討 
 新たなリサイクル施設の整備に向けて必要となる環境保全計画として次の事項について整理・
検討する。 

（１）公害防止計画（粉じん、騒音・振動、悪臭、排水等） 
（２）環境保全計画（工事中、施設稼働後、その他等） 
（３）その他必要な項目 

 
第５節 施設配置・動線計画 

敷地形状、外部道路からのとりつきに留意し、管理棟、工場棟、洗車場等の配置計画について
検討するとともに、収集運搬車両や直接搬入車両、搬出車両、職員・見学者動線、メンテナンス
車両動線等を考慮した動線計画を検討し、基本計画図として取りまとめる。なお、検討・取りま
とめに際しては将来的に可燃ごみ処理施設を新たに設置した場合も考慮すること。 
 
第６節 プラント設備計画の検討 

（１）プラント基本方針 
プラント計画の基本方針として以下の項目について設定する。 
・機器構成 
・安全対策 
・火災及び地震対策 

（２）プラント設備計画 
処理対象物ごとに必要なごみ処理フロー、機械設備、整備条件等を検討する。 
・ごみ処理フロー 
・受入保管設備 
・処理設備 
・貯留保管設備 
・集じん脱臭設備 
・給排水設備 
・電気設備 
・計装設備 
・その他必要な設備 

   
 



第７節 土木建築計画の検討 
新たなリサイクル施設の土木建築計画について次の事項の計画概要を整理するとともに、基本

計画図（平面計画、断面計画）について整理・検討する。 
・施設の機能 
・施設の意匠、デザインの方針 
・諸室計画 
・見学設備 
・構造計画 
・仕上計画 
・平面計画 
・建物高さ 
・設備計画（機械設備、電気設備） 
・造成計画 
・外構、駐車場計画 
・雨水排水計画 

 
第８節 工事計画 

プラント計画、土木建築計画を踏まえ、実施設計、造成工事、プラント工事、試運転、性能試
験等の実施時期を想定した工事工程を検討する。なお、工事に際して既存の四国中央市クリーン
センターを稼働させながらの工事となることに配慮した計画とすること。 
 
第９節 財源計画 

事業者への調査結果等を踏まえ、新たなリサイクル施設の整備・運営に向けた概算事業費を試
算し、活用できる交付金等を整理するともに費用対効果分析を行う。また、新たなリサイクル施
設の整備に向けた財源計画を取りまとめる。 

 
第 10 節 運転・管理計画 
 別途実施する PFI 等導入可能性調査業務の結果を踏まえ、施設運転条件（年間運転日数、稼働
時間等）、運転計画（人員数等）について検討し、運転・維持管理計画について整理する。 
 
  



第３章 生活環境影響調査 
 
 
第１節 業務の実施概要 

本業務は、廃棄物処理法に定められた生活環境影響調査書を作成することを目的として、対象
事業実施区域周辺における現況調査、対象事業を実施した場合の環境影響予測・評価、環境保全
措置の検討、廃棄物処理法に基づく手続き支援等を実施する。 
 
第２節 業務内容 

調査及び予測・評価は、「廃棄物処理施設 生活環境影響調査指針」(平成 18 年 9 月、環境省大
臣官房廃棄物・リサイクル対策部)（以下、「環境影響調査指針」という。）に基づき実施する。 
 

（１）計画準備 
業務内容、工程計画等を整理した業務計画書を作成する。また、現地踏査及び既存資料調

査を行い、現況調査、予測及び評価の手法の選定を行うための情報を収集整理する。 
（２）事業特性及び地域特性の把握 

現況調査、予測及び評価等を実施するに当たって、対象事業の内容（以下「事業特性」と
いう。）、並びに対象事業実施区域及びその周辺の自然的社会的状況（以下「地域特性」とい
う。）に関する情報を把握し、整理する。 

なお、「事業特性」及び「地域特性」は、入手可能な最新の文献その他資料により把握する
ものとする。 

（３）現況調査、予測及び評価の手法の選定 
現況調査、予測及び評価の手法の選定は、生活環境影響要因と生活環境影響調査項目との

関連を整理し、環境影響調査指針等に示される手法を、客観的かつ科学的に検討する。 
生活環境影響調査項目は、表－１に示す内容を想定している。 

  
表－１ 生活環境影響要因と生活環境影響調査項目の一覧 

調査事項 生活環境影響要因 
生活環境影響調査項目 

施設排水の
排出 施設の稼働 施設からの

悪臭の漏洩 
廃棄物運搬
車両の走行 

大
気
環
境 

大気質 
粉じん  〇   

二酸化窒素(NO2)    〇 
浮遊粒子状物質(SPM)    〇 

騒音 騒音レベル  〇  〇 
振動 振動レベル  〇  〇 

悪臭 特定悪臭物質濃度 
又は臭気指数(臭気濃度) 

  〇  

水
環
境 

水質 

生物化学的酸素要求量(BOD) 
又は化学的酸素要求量(COD) 

×    

浮遊物質量(SS) ×    

全窒素(T-N)､全リン(T-P) ×    

注）〇:環境影響調査指針において、生活環境影響調査項目に選定されており、本事業による影響が懸念されるため、
生活環境影響調査項目に選定した。 

×:生活環境影響調査項目に選定されているが、本事業による影響がないため、生活環境影響調査項目に選定しな
い。（本事業では、施設排水を公共用水域に直接放流しない計画である。） 

 
 
 



（４）現況調査 
選定した生活環境影響調査項目について、当該項目の特性や事業特性及び地域特性を踏ま

え、予測及び評価において必要とされる水準が確保されるよう、対象事業実施区域及びその周
辺地域において、当該項目の現況を把握する。 

現況調査は、表－２に示す内容を想定している。 
なお、大気汚染物質（二酸化窒素、浮遊粒子状物質）及び地上気象については、一般環境大

気測定局（伊予三島局:四国中央市三島宮川 4-6-53）のデータを利用することができるため、
既存資料調査を行う。既存資料調査は、表－３に示す内容を想定している。  

表－２ 現況調査一覧表 
調査区分 調査項目 調査地点 調査時期・回数 備考 

大気質 粉じん(降下ばいじん) 事業計画地敷地境界:1 地点 1 ヵ月×1 回  

騒音 
環境騒音 事業計画地敷地境界:1 地点 1 回(平日) 1 回当たり 24 時間 
道路交通騒音 関係車両の主要な走行 

ルート:2 地点 1 回(平日) 1 回当たり 24 時間 交通量 

振動 
環境振動 事業計画地敷地境界:1 地点 1 回(平日) 1 回当たり 24 時間 
道路交通振動 関係車両の主要な走行 

ルート:2 地点 1 回(平日) 1 回当たり 24 時間 

悪臭 特定悪臭物質 事業計画地敷地境界:2 地点 2 回 午前 1 回、午後 1 回  
表－３ 既存資料調査一覧表 

調査区分 調査項目 調査地点 調査時期・回数 備考 

大気質 窒素酸化物 
浮遊粒子状物質 

一般環境大気測定局 
:1 地点(伊予三島局) 365 日(通年) 1 時間値の連続測定 

地上気象 風向、風速 
一般環境大気測定局 
:1 地点(伊予三島局) 365 日(通年) 1 時間値の連続測定 

 
（５）予測・評価及び環境保全措置の検討 

選定した生活環境影響調査項目について、環境影響調査指針等に基づき、対象事業の実施が
環境へ及ぼす影響について予測を行い、その結果について環境影響が実行可能な範囲で回避又
は低減されているか評価を行う。 

また、予測・評価の結果に基づき、実行可能な範囲内で生活環境影響調査項目に係る環境影
響をできる限り回避、もしくは低減するための環境保全措置について検討する。 
（６）環境影響の総合的な評価 

予測・評価及び環境保全措置の検討結果を踏まえ、対象事業の実施が環境へ及ぼす影響につ
いて総合的な評価を行う。 
（７）生活環境影響調査書の作成 

対象事業に係る目的及び計画、現況調査、予測・評価及び環境保全措置の検討結果等をとり
まとめた生活環境影響調査書を作成する。 
（８）環境部局との事前協議 

環境部局との事前協議については、対応資料、議事録の作成のほか、協議に同行し、生活環
境影響調査書に係る内容の説明及び質疑応答等の支援を行う。環境部局との事前協議は 3 回を
想定している。 
（９）生活環境影響調査書に関する手続き支援 

生活環境影響調査書の公告・縦覧に際しては、これに関する支援を行う。縦覧に伴い、住民
等から意見書の提出があった場合は、これをとりまとめるとともに、事業者見解書案を作成す
る。 
 

 



第４章 PFI 等導入可能性調査 
 
 
第１節 事業方式の概要整理 

公共事業の事業方式ごと（公設公営方式、公設民営方式、PFI 方式）の方式の概要、公共及び
民間の責任・リスク、資金調達・設計・施工・運営・管理・施設所有における公共及び民間の役
割、新リサイクル施設整備・運営事業における導入事例等について整理し、各事業方式の特徴を
明らかにする。 
 
第２節 事業条件の整理 

（１）事業範囲の検討 
当該事業の事業範囲や事業期間の検討を行う。 

（２）事業で想定される事業方式の抽出と公共及び民間の役割分担の検討 
想定される事業方式を抽出すると同時に、事業スキームや公共及び民間の役割やリスク分担

のあり方について検討する。 
（３）法的課題の整理 

廃棄物処理法、地方自治法等現行の法制度を踏まえ、本事業を PFI 等手法により実施した場
合の課題を整理する。 
（４）支援措置の検討 

公的な補助（交付金）、税制上の支援や金融上の支援措置等、民間事業者の応募意欲を高め、
事業採算性を向上するための支援措置について検討する。 

 
第３節 事業方式の一次評価 

第 1 節、第 2 節の結果を踏まえ、事業方式の一次評価を行い、本事業において適切でないと考
えられる方式を除外する。 
 
第４節 事業方式の二次評価 

（１）民間事業者の参加意向等の把握 
   第 1 節から第 3 節及び新リサイクル施設整備基本計画に基づき、PFI 等事業に係る事業概要

を整理し、アンケートにより、民間事業者の参加意向、参考見積等を把握する。 
（２）財務シミュレーション 

前提条件を踏まえ、事業方式ごとに建設費、維持管理費を主なコスト対象としたシミュレー
ションを行い、ライフサイクルコスト（建設費及び運営費）の算出、及び資金の内訳（国庫補
助、起債、自主財源等）を明らかにし、各事業方式で期待される VFM（バリュー・フォー・マ
ネー:事業のライフサイクルにおける費用と効果の最適な組み合わせ）による財政支出の削減
効果を算出する。 

 
第５節 総合評価 

事業の一次評価及び二次評価の結果を総合評価として取りまとめる。また、今後の新たなリサ
イクル施設の整備・運営を実施する上での課題点について整理する。 
  



第５章 基本設計 
 
 
第１節 基本条件の精査 

新たなリサイクル施設の整備・運営事業を実施する上で必要となる次の条件について新たなリ
サイクル施設基本計画策定業務や PFI 等導入可能性調査業務等を踏まえて精査を行うものとす
る。 

（１）施設整備範囲 
（２）運営・維持管理業務範囲 
（３）リスク分担等 
（４）事業期間 
（５）事業方式 
（６）事業スキーム 
（７）実施事業者募集・選定方法 
（８）実施事業者募集スケジュール 
（９）その他必要となる事項 

 
第２節 見積仕様書等の作成 

プラントメーカーから必要な技術提案書の提出を求めるため、参考見積仕様書を作成する。参
考見積仕様書の作成にあたっては、ごみ処理施設整備の計画・設計要領などに準拠し、以下の項
目について記載する。 

（１）建設用地の都市計画条件、周辺状況による工事の制約、建設用地の地質状況など積算に
必要なデータ 
（２）公害防止基準 
（３）建設物の必要なスペース（必要な居室一覧）、建設物の構造、計画・意匠など 
（４）焼却処理性能、機器の系統、自動化の範囲、運転必要人員など 
（５）性能保証項目 
（６）契約不適合責任期間 
（７）建設工事、試運転期間の条件 
（８）予備品、消耗品の条件など 

 
第３節 参考見積設計図書の技術審査 

参考見積仕様書を基に、プラントメーカーから見積提案図書及び見積書を取得し、プラントメ
ーカーからの質疑に対して対応する。 

取得した見積提案図書に対して、要求する水準の確認等の技術審査を行い、必要に応じて事業
者へのヒアリングを実施し、改善が必要な場合は見積提案図書の修正版の収集を行うものとす
る。技術審査の項目は発注者と受注者の協議により決定する。 
 
第４節 要求水準書（素案）の作成 

技術審査の検討内容を踏まえ、施設の整備（設計・建設）事業に関する基本仕様及び運営・維
持管理に関する基本仕様を検討し、要求水準書（素案）として取りまとめる。  
  



第６章 発注・契約事務支援 
 
 
第１節 実施方針等の公表に係る支援 

（１）法的制約、必要な法的手続き等 
許認可の取得関連、有資格者の配置、各種許認可等、施設整備や運営にあたっての法的制約

や必要な法的手続き等について、先行事例を参考に整理する。 
（２）事業範囲、官民の役割分担 

先行事例を参考にするなど、発注者及び民間事業者の業務内容を整理する。また、発注者の
担当する業務をふまえ、モニタリングを含む発注者の体制についても先行事例を参考に検討す
る。 
（３）リスク分析及び官民のリスク分担 

本事業のリスクを特定し、リスク分担を検討する。 
（４）事業スキーム・契約方法の検討 

事業スキームや、それをふまえた契約構造について整理する。 
（５）施設の主要条件の検討 

性能発注に基づく要求水準書を作成するため、それをふまえて施設の主要条件を整理する。 
（６）事業者選定方法の検討 

発注者が実施する基本設計業務及び先行事例を参考に、発注方式・事業者選定の手順・審査
方法・スケジュール及び民間事業者参加資格条件等の検討を行う。なお、令和 11 年度９月定例
議会で契約の議案が提出できるスケジュールとすること。 
（７）実施方針の作成 

以下に示す事業条件等の整理を行い、これらの内容をふまえて実施方針及び実施方針に関す
る意見・質問書等、発注者が行う実施方針公表手続きに必要な書類等の作成を行う。 

・事業内容の整理 
・特定事業の選定 
・業務範囲の区分け設定（発注者と民間事業者） 
・リスク分担の整理（発注者と民間事業者） 
・応募者の参加資格要件の設定 
・民間事業者の募集及び選定スケジュールの策定 
・民間事業者の審査及び選定方法の整理 
・落札者決定後の手続きの整理 
・事業モニタリング（設計・建設／運営・維持管理／事業終了）の考え方の整理 
・施設建設に関する事項の整理 
・事業破綻等の回避措置の整理 
・法律上の課題等（法的規制、法的手続き等）の整理 
・税制等に関する事項の整理 
・その他必要な事項についての整理 

（８）実施方針に対する質問・意見の整理と回答の作成 
発注者が公表した実施方針に対する民間事業者からの質問・意見についての検討のうえ、回

答を作成する。 
 
 



（９）実施方針の修正、公表支援  
公表した実施方針の内容に修正が必要となった場合、その内容の修正をするとともに、再公

表にあたって必要な支援を行う。  
(10) 要求水準書（案）の作成  
基本設計業務及び実施方針の内容をふまえ、要求水準書（案）の作成及び要求水準書（案）

に関する意見・質問書等、発注者が行う要求水準書（案）公表手続きに必要な書類等の作成を
行う。作成にあたっては、発注者の意向を反映した施設の整備（設計・建設）事業に関する条
件及び運営・維持管理に関する条件を整理する。  
(11) 要求水準書（案）に対する質問回答書（案）の作成  
発注者が公表した要求水準書（案）に対する民間事業者からの質問内容を整理し、質問回答

書（案）や追加・修正資料等を作成する。  
(12) 要求水準書（案）の修正、公表支援  
発注者が公表した要求水準書（案）の内容に修正が必要となった場合、その内容の修正、再

公表にあたって支援を行う。 
 
第２節 特定事業の選定に係る支援 

（１）参考見積の準備及び整理 
特定事業の選定や予定価格の検討材料とするため、公表した実施方針及び要求水準書（案）

に基づき、民間事業者に参考見積の提出を依頼するための準備を行う。参考見積は、民間の創
意工夫を活かした自由な提案についても、積極的に受け入れるものとする。 

以上の目的をふまえて参考見積の様式や提案を求める事項について整理を行う。なお、対象
企業としては実施方針で提示した資格要件を満たす企業とする。 
（２）VFM の算出、特定事業の選定に関する公表資料の作成 

事業実施に係る VFM の検討、分析、評価を行い、VFM 算出結果を基に特定事業の選定に関
する公表資料（案）を作成する。 

 
第３節 事業者の募集・選定・契約等に関する資料作成 

本事業の事業者を募集するにあたって必要となる次の書類等を作成し、公表するための支援を
行う。 

（１）事業者選定の説明書 
（２）提案様式集 
（３）審査基準 
（４）予定価格（案） 
（５）基本協定書（案） 
（６）契約書（案） 
（７）その他関係書類 
契約書の作成に当たっては弁護士の意見を反映させたものとすること。 

 
第４節 事業者の募集・選定に関する支援 

事業者の募集・選定・契約等に係る次の事項の支援を行う。 
（１）公表書類に対する質問・意見の整理と回答（案）の作成 

公表した事業者募集書類に対する民間事業者からの質問・意見について検討のうえ、回答を
作成する。 



（２）民間事業者からの提案書類の整理 
事業者募集後の資格審査及び本審査について、必要となる提案書類のとりまとめや精査を行

う。 
（３）審査結果のとりまとめ 

選定委員会において審査された結果をとりまとめ、審査講評の作成等、公表するための支援
を行う。 

 
第５節 事業契約締結に関する支援 

選定された事業者との協定・契約に係る交渉及び締結に関する支援を行う。 
  



第７章 事業者選定委員会運営支援 
 
 

本事業を実施するにあたっては、専門性や客観性を確保する必要があるため、学識経験者等で
構成する事業者選定委員会（以下、「委員会」という）を設置する予定であり、その運営に係る支
援を実施する。 

なお、委員会は 5 回程度の開催を予定しており、開催に係る会場費、委員交通費、委員報酬等
は委託者が負担するものとする。 
 
（１）委員会資料の作成・進行に関する支援 

委員会に必要となる資料を作成する。委員会の資料はわかりやすさに配慮し、短時間で議論が
できることに配慮したものとすること。 
 
（２）委員会への出席・説明・質疑等への対応 

委員会に出席を行うとともに、委員会での説明・質疑等を行うこと。また、委員会の議事録
（要旨）の作成を行うこと。 


